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はじめに 

 

 

2025 年に向けて超高齢社会へと人口構造が変化し、慢性かつ複数の疾患を抱える高齢者

の増加が見込まれる中、国民ができる限り住み慣れた地域で自分らしい生活を送ることが

できるよう、地域包括ケアシステムの構築が推進されています。地域の特性に応じた住ま

い・医療・介護・予防・生活支援の一体的な提供体制をつくり上げるには、全国の医療機

関の約 8 割を占める 300 床未満の中小規模病院の役割と機能が不可欠です。 

また、地域包括ケアシステムにおける効率的かつ質の高い医療・介護提供体制の整備を

実現するためには、医療・介護従事者の確保、勤務環境の改善等が喫緊の課題となってい

ます。とりわけ看護職においては、全医療従事者の中に占める割合が大きく、医療サービ

スの直接的な提供者となるため、質の高い医療および看護を提供するためには、すべての

看護職員が平等に研修を受けられるよう地域における研修機会の確保はますます重要性を

増しています。 

厚生労働省による看護職員研修事業は、平成 25 年度までは国庫補助事業として実施され

ていましたが、平成 26 年度からは地域医療介護総合確保基金によって行われる事業として、

各都道府県および地域の抱える課題に沿った看護の質向上にむけた研修が可能となってい

ます。 

しかし、中小規模病院における看護の質向上に係る研修事業の実態を公表した調査結果

は少なく、詳細な実態は明らかになっていません。一部には、中小規模病院に所属する看

護職は研修の受講機会が乏しく、看護職員の確保や離職率に影響を与えているという調査

報告があり、改善に向けて地域の実情に応じた看護職員研修を一層推進するためには、各

都道府県による積極的な看護職員研修の企画および実施が喫緊の課題ともされています。 

そこで日本看護協会では、平成 28 年度に厚生労働省より看護職員確保対策特別事業の補

助金を受け、「中小規模病院の看護の質の向上に係る研修等に関する調査」を実施いたしま

した。本調査では、全国の中小規模病院における看護の質向上に係る研修の実態を把握す

るために、量的・質的データの収集を行い、報告書として取りまとめました。量的データ

に関しては、より多くのデータを提示できるよう、報告書本体に加えて別添資料集として

統計表を公表しております。 

本調査結果が関係各位に有効に活用されることによって看護職への教育研修体制がより

充実し、中小規模病院におけるさらなる看護の質向上および看護職員の確保に寄与するこ

とを期待いたします。  

最後に、本調査にご協力いただきました関係者の皆様に、心より御礼申し上げます。  

 

平成 29 年 3 月 

 

公益社団法人 日本看護協会 

常任理事 川本 利恵子 
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Ⅰ 調査概要 

１．調査の目的 

全国の中小規模病院における看護の質向上のための研修等の実態を量的・質的に把握し、

看護職への教育研修体制の充実を通した、中小規模病院におけるさらなる看護の質向上お

よび看護職員の確保を目的として以下に活用する。  

○都道府県看護行政担当者等が、県下の中小規模病院における看護の質向上に関する研修

事業の立案推進等に向けて活用可能なデータとして提供する。  

○課題や好事例を含めた結果を関係団体等に公表することで、看護部門（看護管理者、教

育担当者等）のみならず、病院管理者および事務部門長も含めて、中小規模病院の看護

の質向上に関する研修等への理解促進につなげる。  

○平成 28 年度厚生労働行政推進調査事業費補助金「アウトリーチ（訪問）型看護管理能

力支援モデルの検証」や平成 29 年度「地域包括ケアを支える看―看連携を円滑にする教

育研修体制の構築に関する研究」の基礎資料として活用する。  

２．調査内容 

（１）自記式質問紙調査票の郵送配布・回収 

 １）対象 

地方厚生（支）局の施設基準等に係る届出受理医療機関名簿を基に作成した、全

国の 300 床未満の中小規模病院 6,913 施設のリストから、層化無作為抽出法を用い

て病床規模の構成割合をもとに抽出した 1,000 施設の看護部長とした。  

  

２）方法 

対象となる 1,000 施設の看護部長宛に、質問紙調査協力依頼状と質問紙調査票を

郵送配布し、回答した調査票を返信用封筒にて郵送回収した。  

 

３）倫理的配慮 

  本調査の実施においては、公益社団法人日本看護協会の研究倫理審査委員会の承

認を得た。  

 

４）調査項目 

○病院属性  

  ○入院患者の状況  

  ○看護部門の状況  

  ○教育研修体制  

○中小規模病院の人材育成等に関する会議体  

  ○看護の質評価に関する取組み状況  
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５）調査期間 

平成 29 年 1 月 10 日～1 月 31 日  

 

６）回収状況 

有効回収数 473（有効回収率 47.4％※）  

※1,000 施設へ発送したうち、宛先不明で返送された 2 件を除く 998 件を母数と

して算出。  

 

７）本書内の表記についての注意事項 

・回収率（各回答の百分比）は、小数点第 2 位を四捨五入したため、回収率の合

計が 100 にならない場合がある。  

  ・平均値は、「不明・無回答」を除いて算出している。  

  ・本文、表、統計表等で用いた記号は主に以下の通りである。  

   統計表中の「－」：計数がない（回答者がいない）ことを示す。  

   統計表中の「0」「0.0」：計数はあるが、四捨五入により 0 である場合を示す。 

 

（２）半構造化面接法ヒアリング 

 １）対象 

全国 6 地区（北海道・東北／関東・甲信越／東海・北陸／近畿／中国・四国／九

州・沖縄）から各 1 施設、以下 2 点の基準を満たす施設を検索し、調査対象の候補

施設を抽出した。  

①5 年以内に、看護関連雑誌、関連学会・検討会、官庁および都道府県自治体の公

表物等にて、看護職の人材育成に関する発表を行っている。  

②研修体制の充実を通した看護職の確保や離職防止、教育の地域連携、施設規模に

応じた教育体制の構築など、看護職の人材育成における実績および先駆的取組み

を実施している。  

 

２）方法 

日本看護協会の職員 2 名が、対象となる 6 施設へ個別に訪問し、プライバシーが

保たれる個室にて、各施設 2～5 名を対象に聞き取りを実施した。  

 

３）倫理的配慮 

本調査の実施においては、公益社団法人日本看護協会の研究倫理審査委員会の承

認を得た。  
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４）ヒアリング項目 

○看護師のキャリア開発に沿った研修の実際  

○看護師のキャリア開発の基盤となる教育的要素の実際  

○教育支援体制の整備と教育内容の充実に必要な資源  

○その他  

 

５）調査期間 

平成 29 年 1 月 23 日～2 月 8 日 
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Ⅱ 調査結果 

1. 自記式質問紙調査結果 

本調査の有効回収数は 473 件であり、有効回収率は 47.4％であった。  

（1,000 施設へ発送したうち、宛先不明で返送された 2 件を除く 998 件を母数として算

出）  

 

（１）回答病院の属性 

１）所在地 

回答病院数が多かった都道府県は「東京都」で 35 施設（7.4%）。ついで「北海道」

32 施設（6.8%）、「福岡県」24 施設（5.1%）となっている。 

表1  都道府県 

 

 

  

都道府県名 件数 割合 都道府県名 件数 割合 都道府県名 件数 割合

北海道 32 6.8% 石川県 10 2.1% 岡山県 7 1.5%

青森県 5 1.1% 福井県 5 1.1% 広島県 23 4.9%

岩手県 7 1.5% 山梨県 4 0.8% 山口県 8 1.7%

宮城県 12 2.5% 長野県 10 2.1% 徳島県 4 0.8%

秋田県 5 1.1% 岐阜県 4 0.8% 香川県 4 0.8%

山形県 9 1.9% 静岡県 10 2.1% 愛媛県 3 0.6%

福島県 4 0.8% 愛知県 13 2.7% 高知県 6 1.3%

茨城県 11 2.3% 三重県 8 1.7% 福岡県 24 5.1%

栃木県 9 1.9% 滋賀県 1 0.2% 佐賀県 5 1.1%

群馬県 6 1.3% 京都府 11 2.3% 長崎県 6 1.3%

埼玉県 19 4.0% 大阪府 23 4.9% 熊本県 16 3.4%

千葉県 10 2.1% 兵庫県 22 4.7% 大分県 8 1.7%

東京都 35 7.4% 奈良県 11 2.3% 宮崎県 7 1.5%

神奈川県 13 2.7% 和歌山県 4 0.8% 鹿児島県 11 2.3%

新潟県 5 1.1% 鳥取県 2 0.4% 沖縄県 2 0.4%

富山県 10 2.1% 島根県 4 0.8% 無回答・不明 5 1.1%

計 473 100.0%
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表2  市区町村 

北海道 札幌市 群馬県 みどり市 長野県 長野市 奈良県 葛城市 熊本県 玉名郡

函館市 中之条町 松本市 和歌山県 和歌山市 大分県 大分市

釧路市 東吾妻町 岡谷市 有田市 別府市

帯広市 邑楽町 塩尻市 紀の川市 中津市

芦別市 埼玉県 川越市 安曇野市 すさみ町 日田市

江別市 川口市 軽井沢町 鳥取県 米子市 竹田市

紋別市 所沢市 下諏訪町 倉吉市 豊後高田市

名寄市 本庄市 高森町 島根県 出雲市 宇佐市

富良野市 春日部市 岐阜県 岐阜市 益田市 宮崎県 宮崎市

恵庭市 草加市 可児市 吉賀町 小林市

森町 越谷市 郡上市 岡山県 岡山市 高原町

厚沢部町 蕨市 下呂市 倉敷市 日之影町

せたな町 入間市 静岡県 静岡市 井原市 鹿児島県 鹿児島市

余市町 久喜市 浜松市 備前市 鹿屋市

利尻町 蓮田市 沼津市 真庭市 阿久根市

遠軽町 幸手市 下田市 美咲町 指宿市

浦河町 寄居町 湖西市 広島県 広島市 薩摩川内市

音更町 千葉県 千葉市 （空白） 呉市 日置市

士幌町 銚子市 愛知県 名古屋市 竹原市 南九州市

広尾町 船橋市 豊橋市 尾道市 姶良市

標茶町 習志野市 一宮市 福山市 さつま町

青森県 青森市 柏市 半田市 東広島市 沖縄県 宜野座村

三沢市 八千代市 豊川市 廿日市市 南風原町

藤崎町 鎌ケ谷市 刈谷市 本郷町

板柳町 大網白里市 蒲郡市 山口県 下関市

岩手県 盛岡市 東京都 千代田区 東浦町 宇部市

花巻市 港区 武豊町 山口市

一関市 文京区 三重県 津市 萩市

釜石市 江東区 四日市市 岩国市

西和賀町 品川区 名張市 周南市

岩泉町 目黒区 尾鷲市 徳島県 徳島市

宮城県 仙台市 大田区 亀山市 那賀町

石巻市 世田谷区 伊賀市 北島町

多賀城市 杉並区 志麻市 上板町

岩沼市 板橋区 滋賀県 - 香川県 高松市

登米市 練馬区 京都府 京都市 観音寺市

蔵王町 足立区 舞鶴市 東かがわ市

秋田県 男鹿市 江戸川区 宇治市 愛媛県 今治市

鹿角市 武蔵野市 京丹後市 四国中央市

由利本荘市 青梅市 大阪府 大阪市 愛南町

羽後町 昭島市 堺市 高知県 高知市

山形県 米沢市 調布市 岸和田市 福岡県 北九州市

鶴岡市 町田市 豊中市 福岡市

酒田市 小金井市 吹田市 大牟田市

新庄市 東村山市 高槻市 柳川市

寒河江市 瑞穂町 枚方市 八女市

村山市 神奈川県 横浜市 河内長野市 筑後市

南陽市 川崎市 松原市 古賀市

朝日町 相模原市 大東市 朝倉市

三川町 鎌倉市 門真市 宇美町

福島県 福島市 厚木市 摂津市 志免町

いわき市 海老名市 藤井寺市 粕屋町

喜多方市 新潟県 新潟市 東大阪市 芦屋町

相馬市 小千谷市 兵庫県 神戸市 遠賀町

茨城県 水戸市 (空白) 姫路市 粕屋郡

日立市 富山県 富山市 尼崎市 佐賀県 佐賀市

古河市 黒部市 明石市 唐津市

北茨城市 立山町 西宮市 武雄市

つくば市 石川県 金沢市 豊岡市 小城市

筑西市 小松市 宝塚市 長崎県 長崎市

稲敷市 羽咋市 高砂市 佐世保市

桜川市 能登町 川西市 大村市

神栖市 福井県 福井市 小野市 平戸市

栃木県 宇都宮市 小浜市 三田市 熊本県 熊本市

足利市 大野市 篠山市 小国町

栃木市 鯖江市 淡路市 人吉市

鹿沼市 越前市 奈良県 奈良市 水俣市

真岡市 山梨県 甲府市 大和高田市 天草市

大田原市 韮崎市 大和郡山市 菊陽町

群馬県 高崎市 北杜市 橿原市 甲佐町

沼田市 甲斐市 生駒市 山都町
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２）設置主体 

回答病院の設置主体は「医療法人（社会医療法人を含む）」が 7 割近くを占め

（68.1%）、ついで「都道府県・市町村（一部事務組合を含む）」（12.1%）となってい

る。 

表3  設置主体 

※ 「社 会 保 険 関 係 団 体 」には、健 康 保 険 組 合 及 びその連 合 会 、共 済 組 合 及 びその連 合 会 、国 民 健 康 保

険 組 合 を含 む   

※ 「その他 の法 人 」には、一 般 社 団 法 人 、一 般 財 団 法 人 、宗 教 法 人 等 を含 む   

 

 

  

件数 割合

厚生労働省（国立ハンセン病療養所等） 1 0.2%

独立行政法人国立病院機構 1 0.2%

国立大学法人 - -

独立行政法人労働者健康福祉機構 1 0.2%

独立行政法人地域医療機能推進機構 4 0.8%

その他の国（防衛省、法務省、宮内庁等） - -

都道府県・市町村（一部事務組合を含む） 57 12.1%

地方独立行政法人(公立大学法人を含む) 4 0.8%

日本赤十字社 4 0.8%

済生会 2 0.4%

厚生農業協同組合連合会 4 0.8%

北海道社会事業協会 1 0.2%

社会保険関係団体 5 1.1%

公益社団法人・公益財団法人 11 2.3%

私立学校法人 4 0.8%

医療法人（社会医療法人を含む） 322 68.1%

社会福祉法人 10 2.1%

医療生協 6 1.3%

会社 5 1.1%

その他の法人 14 3.0%

個人 9 1.9%

無回答・不明 8 1.7%

計 473 100.0%
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３）許可病床の状況 

回答病院の許可病床の状況は「医療保険適用病床のみ」が 84.4%、「医療保険適用

病床、介護保険適用病床どちらもあり」が 11.4%となっている。【表 4】 

許可病床数は、平均が 136.8 床。「50～99 床」と「100～149 床」の回答が各 17.1%

で、ついで「150～199 床」（15.4%）が続く。許可病床 199 床以下の病院が半数以上

（54.3%）となっている。【表 5】 

表4  許可病床の状況 

 

表5  許可病床数 

 

 

  

件数 割合

医療保険適用病床のみ 399 84.4%

介護保険適用病床のみ - -

医療保険適用病床、介護保険適用病床どちらもあり 54 11.4%

医療保険適用病床、保険適用外病床どちらもあり 9 1.9%

介護保険適用病床、保険適用外病床どちらもあり - -

医療保険、介護保険、保険外適用あり - -

保険適用外病床のみ - -

無回答・不明 11 2.3%

計 473 100.0%

件数 割合

49床以下 22 4.7%

50～99床 81 17.1%

100 ～149 床 81 17.1%

150 ～199 床 73 15.4%

200 ～249 床 39 8.2%

250 ～299 床 18 3.8%

無回答・不明 159 33.6%

計 473 100.0%

平均 136.8床
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４）入院基本料、特定入院料の届出状況 

平成 29 年 1 月 1 日時点の入院基本料、特定入院料の算定状況をみると、「入院基

本料のみ算定」が 48.2%で半数近くを占め、ついで「入院基本料、特定入院料どち

らも算定」が 44.2%となっている。【表 6】 

入院基本料の届出区分をみると、一般病棟、および障害者施設等で「入院基本料

10 対１」の割合がそれぞれ 54.0%、82.4%で最も高い。また、精神病棟では「入院基

本料 15 対１」の割合が最も高く、81.6%となっている。【表 7】 

療養病棟の入院基本料の届出区分は、「療養病棟入院基本料 1」が 29.3%、「療養病

棟入院基本料 2」が 16.0%となっている。【表 8】 

平成 29 年 1 月 1 日時点で算定されている特定入院料の届出状況は、「地域包括ケ

ア病棟入院料」の割合が最も高く 43.8%。ついで「回復期リハビリテーション病棟

入院料」が 36.2%となっており、「精神療養病棟入院料」（12.5%）「ハイケアユニッ

ト入院医療管理料」（8.9%）「認知症治療病棟入院料」（7.6%）とつづいている。【表

9】 
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表6  入院基本料、特定入院料の算定状況 

 

表7  入院基本料の届出区分 

※ 網 掛 け部 分 （･･･）は当 該 病 棟 の入 院 基 本 料 区 分 に含 まれない 

 

表8  療養病棟の入院基本料の届出区分（複数回答）(n=437) 

※ 表 6 で入 院 基 本 料 を算 定 していると回 答 した 437 件 の回 答 を掲 載  

 

  

件数 割合

入院基本料、特定入院料どちらも算定 209 44.2%

入院基本料のみ算定 228 48.2%

特定入院料のみ算定 15 3.2%

どちらも算定していない 1 0.2%

無回答・不明 20 4.2%

計 473 100.0%

285 1 38 1 34

100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

 入院基本料 62 - ･･･ - -

 ７対１ 21.8% - ･･･ - -

 入院基本料 154 - 2 - 28

 10対１ 54.0% - 5.3% - 82.4%

 入院基本料 28 - 2 1 5

 13対１ 9.8% - 5.3% 100.0% 14.7%

 入院基本料 34 1 31 ･･･ 1

 15対１ 11.9% 100.0% 81.6% ･･･ 2.9%

 入院基本料 ･･･ - 1 ･･･ ･･･

 18対１ ･･･ - 2.6% ･･･ ･･･

 入院基本料 ･･･ - 1 ･･･ ･･･

 20対１ ･･･ - 2.6% ･･･ ･･･

 特別 7 - 1 - ･･･

 入院基本料 2.5% - 2.6% - ･･･

精神病棟結核病棟 専門病院
障害者
施設等

 計

一般病棟

件数 割合

療養病棟入院基本料1 128 29.3%

療養病棟入院基本料2 70 16.0%

特別入院基本料 4 0.9%

無回答・不明 255 58.4%
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表9  特定入院料の届出状況（複数回答）（n=224） 

※ 表 6 で入 院 基 本 料 と特 定 入 院 料 の双 方 、または特 定 入 院 料 のみを算 定 していると回 答 した 224 件 の回

答 を掲 載  

 

  

件数 割合

救命救急入院料 3 1.3%

特定集中治療室管理料 3 1.3%

ハイケアユニット入院医療管理料 20 8.9%

脳卒中ケアユニット入院医療管理料 5 2.2%

小児特定集中治療室管理料 - -

新生児特定集中治療室管理料 1 0.4%

総合周産期特定集中治療室管理料 - -

新生児治療回復室入院医療管理料 - -

一類感染症患者入院医療管理料 - -

特殊疾患入院医療管理料 4 1.8%

小児入院医療管理料 6 2.7%

回復期ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ病棟入院料 81 36.2%

地域包括ケア病棟入院料 98 43.8%

特殊疾患病棟入院料 4 1.8%

緩和ケア病棟入院料 9 4.0%

精神科救急入院料 5 2.2%

精神科急性期治療病棟入院料 14 6.3%

精神科救急・合併症入院料 - -

児童・思春期精神科入院医療管理料 - -

精神療養病棟入院料 28 12.5%

認知症治療病棟入院料 17 7.6%

特定一般病棟入院料 2 0.9%

無回答・不明 - -
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５）病床利用率 

「一般病棟」「療養病棟」の入院基本料を算定している病院の、平成 27 年の病床

利用率平均をみると、それぞれ 76.9%、88.3%となっている。 

表10  病床利用率 

※ 病 床 利 用 率 =年 間 在 院 患 者 延 数 ÷｛（月 間 日 数 ×月 末 病 床 数 ）の 1 月 ～12 月 の合 計 ｝×100 

 

  

一般病棟 療養病棟 専門病院

件数 割合 件数 割合 件数 割合

60.0% 未満 33 11.6% 7 3.8% - -

60.0～70.0% 未満 51 17.9% 6 3.3% - -

70.0～80.0% 未満 55 19.3% 17 9.3% - -

80.0～90.0% 未満 72 25.3% 29 15.9% - -

90.0% 以上 55 19.3% 106 58.2% - -

無回答・不明 19 6.7% 17 9.3% 1 100.0%

計 285 100.0% 182 100.0% 1 100.0%

平均 76.9% 88.3% 0.0%
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（２）入院患者の状況 

１）一般病棟の平均在院日数 

「一般病棟」「専門病院」の入院基本料を算定している病院の、一般病棟の入院患

者における直近 3 カ月の平均在院日数は、30.9 日となっている。  

表11  一般病棟の平均在院日数 

※ 表 6 で入 院 基 本 料 と特 定 入 院 料 の双 方 、またはいずれかを算 定 していると回 答 した 452 件 の回 答 を掲

載  

 

２）一般病棟の１日平均入院患者数 

「一般病棟」「専門病院」の入院基本料を算定している病院の、一般病棟の入院患

者について、直近 1 年間の 1 日平均入院患者数は 72.6 人となっている。 

表12  一般病棟の 1 日の平均入院患者数 

※ 表 6 で入 院 基 本 料 と特 定 入 院 料 の双 方 、またはいずれかを算 定 していると回 答 した 452 件 の回 答 を掲

載   

件数 割合

14.0日以下 66 14.6%

14.1～17.0日 97 21.5%

17.1～19.0日 47 10.4%

19.1～21.0日 32 7.1%

21.1～24.0日 11 2.4%

24.1日以上 60 13.3%

無回答・不明 139 30.8%

計 452 100.0%

平均 30.9日

件数 割合

20人未満 25 5.5%

20～40人未満 73 16.2%

40～60人未満 69 15.3%

60～80人未満 30 6.6%

80～100 人未満 39 8.6%

100 ～200 人未満 64 14.2%

200 ～300 人未満 10 2.2%

無回答・不明 142 31.4%

計 452 100.0%

平均 72.6人
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（３）看護職員の雇用状況 

１）看護職員の雇用および派遣職員の人数 

平成 29 年 1 月 1 日時点での看護職員の雇用および派遣職員の人数について資格

別・雇用形態別にみると、フルタイム勤務の正職員の平均保健師数は 1 病院あたり

4.3 人、平均助産師数は 7.8 人、平均看護師数は 52.0 人、平均准看護師数は 12.5

人となっている。また短時間勤務の正職員の平均保健師数は 1 病院あたり 1.8 人、

平均助産師数は 1.9 人、平均看護師数は 6.1 人、平均准看護師数は 2.8 人となって

いる。 

非常勤職員（アルバイト・その他計）は、平均保健師数は 1 病院あたり 4.5 人、

平均助産師数は 4.0 人、平均看護師数は 18.1 人、平均准看護師数は 7.9 人となって

いる。 

表13  看護職員の雇用および派遣職員数 

※１ 臨 時 職 員 や嘱 託 職 員 等 、正 規 の看 護 職 員 （契 約 期 間 を定 めずに雇 用 している看 護 職 員 ）以 外 の常 勤

職 員 の人 数  

※2 臨 時 職 員 やパートタイマー等 、アルバイト以 外 の非 常 勤 職 員 の人 数  

※ 看 護 師 と保 健 師 など、１人 で複 数 の資 格 を有 する場 合 は、重 複 した人 数 が回 答 されている可 能 性 あり 

※ 雇 用 および派 遣 職 員 数 の回 答 が０人 の場 合 は除 外 し、１人 以 上 と回 答 した場 合 に、回 答 病 院 数 とカウン

トして１病 院 あたりの平 均 職 員 数 を算 出  

  

保健師 助産師

回答

病院数
総職員数

１病院

あたりの

平均職員数

回答

病院数
総職員数

１病院

あたりの

平均職員数

雇用及び派遣職員数 60 257 人 4.3人 41 375 人 9.2人

常勤職員正規フルタイム勤務 63 268 人 4.3人 38 298 人 7.8人

　　　　正規短時間勤務 5 9 人 1.8人 10 19 人 1.9人

　　　　その他 ※1 2 2 人 1.0人 4 5 人 1.3人

非常勤職員アルバイト ※2 9 23 人 2.6人 12 26 人 2.2人

　　　　　その他 13 25 人 1.9人 14 25 人 1.8人

派遣職員 2 5 人 2.5人 0 0 人 0.0人

看護師 准看護師

回答

病院数
総職員数

１病院

あたりの

平均職員数

回答

病院数
総職員数

１病院

あたりの

平均職員数

雇用及び派遣職員数 350 23,184 人 66.2人 323 4,868 人 15.1人

常勤職員正規フルタイム勤務 445 23,118 人 52.0人 402 5,012 人 12.5人

　　　　正規短時間勤務 173 1,056 人 6.1人 66 186 人 2.8人

　　　　その他 ※1 67 424 人 6.3人 52 138 人 2.7人

非常勤職員アルバイト 166 1,487 人 9.0人 141 580 人 4.1人

　　　　　その他　※2 194 1,764 人 9.1人 161 614 人 3.8人

派遣職員 28 139 人 5.0人 3 3 人 1.0人
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２）平成 27 年度の看護職員離職率 

回答病院における平成 27 年度の正規雇用看護職員の採用・退職の状況について、

常勤看護職員の離職率は 11.2%、新卒看護職員の離職率は 11.9％となっている。 

表14  常勤看護職員および新卒看護職員の離職率 

※ 看 護 職 員 は、保 健 師 ・助 産 師 ・看 護 師 ・准 看 護 師 の有 資 格 者 を指 す（看 護 補 助 者 は含 まない） 

※ フルタイム勤 務 および短 時 間 勤 務 の正 職 員 を対 象 とする（パート、アルバイト、臨 時 職 員 、嘱 託 等 は含 まな

い） 

 

【参 考 】離 職 率 の算 出 方 法 について 

●常 勤 看 護 職 員 離 職 率 ：年 間 の総 退 職 者 数 が平 均 職 員 数 に占 める割 合  

常 勤 看 護 職 員 離 職 率 ＝当 該 年 度 の総 退 職 者 数 ／当 該 年 度 の平 均 職 員 数 ×100 

平 均 職 員 数 ＝（年 度 当 初 の在 籍 職 員 数 +年 度 末 の在 籍 職 員 数 ）／2 

●新 卒 看 護 職 員 離 職 率 ：年 間 の新 卒 退 職 者 数 が新 卒 採 用 者 数 に占 める割 合  

新 卒 看 護 職 員 離 職 率 ＝当 該 年 度 の新 卒 退 職 者 数 ／当 該 年 度 の新 卒 採 用 者 数 ×100 

※  常 勤 看 護 職 員 離 職 率 には、新 卒 者 の離 職 も含 まれる 

※  離 職 には定 年 退 職 、転 職 を含 む 

 

  

回答病院数

平成27年度はじめ（平成27年４月１日）の常勤看護職員数 25,363 人

平成27年度（平成27年４月１日～平成28年３月31日）の新卒採用者数 1,066 人

 うち、年度末までに退職した新卒採用者数 127 人

平成27年度（平成27年４月１日～平成28年３月31日）の既卒採用者数 2,509 人

 うち、年度末までに退職した既卒採用者数 570 人

平成27年度（平成27年４月１日～平成28年３月31日）の総退職者数 3,049 人

 うち、平成27年度の定年退職者数 195 人

常勤看護職員離職率

新卒看護職員離職率

473

11.2%

11.9%
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（４）看護部門の状況 

１）看護職の副院長登用 

看護職の副院長登用について、「登用されている」の割合は 3.4%となっている。 

表15  看護職の副院長登用 

 

２）看護部長が兼務する役職 

看護部長が兼務している役職について、「理事」の割合が 5.1%、「副院長」が 2.5%

となっている。一方「兼務していない」が 78.4%と割合が高くなっている。「その他」

の役職は、「師長（病棟師長、外来師長）」、「医療安全管理者」、「地域連携室長」等

となっている。 

表16  看護部長の役職兼務 

 

 

  

件数 割合

登用されている 16 3.4%

現在は登用されていないが、今後登用される予定がある 7 1.5%

登用されていない 447 94.5%

無回答・不明 3 0.6%

計 473 100.0%

件数 割合

兼務していない 371 78.4%

副院長 12 2.5%

理事 24 5.1%

その他 58 12.3%

無回答・不明 8 1.7%

計 473 100.0%
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３）看護部長の裁量や権限等 

看護部長の裁量や権限等について、「看護職員の採用者を決定できる」が 79.5%

と回答が多く、ついで「看護部（看護職員のため）の予算について経営者等と折衝

を行うことができる」が 72.1%となっている。一方、裁量や権限等がない事項とし

ては「病院全体の予算収支の決定に関与している」（63.2%）の割合が高くなっている。 

表17  看護部長の裁量や権限等(n=473) 

 

 

  

はい いいえ 無回答・不明

件数 割合 件数 割合 件数 割合

病院経営会議の正式メンバーである 295 62.4% 163 34.5% 15 3.2%

病院全体の予算収支の決定に関与している 156 33.0% 299 63.2% 18 3.8%

病院経営の方針の決定に関与している 268 56.7% 188 39.7% 17 3.6%

看護職員の採用人数を決定できる 304 64.3% 156 33.0% 13 2.7%

看護職員の採用者を決定できる 376 79.5% 85 18.0% 12 2.5%

職務権限規程に看護職員の配属・異動に

関する権限が記載されている
291 61.5% 162 34.2% 20 4.2%

職務権限規程に看護職員の昇格・降格に

関する権限が記載されている
235 49.7% 218 46.1% 20 4.2%

看護部（看護職員のため）の予算が確保さ

れている
231 48.8% 226 47.8% 16 3.4%

看護部（看護職員のため）の予算について

経営者等と折衝を行うことができる
341 72.1% 117 24.7% 15 3.2%

①

病

院

経

営

へ

の

参

画

②

人

事

権

③

看

護

部

の

予

算
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４）看護部長が修了および受講している認定看護管理者教育課程 

看護部長が修了および受講している教育課程等について、「認定看護管理者教育課

程ファーストレベル」の割合が 39.3%で最も高く、ついで「看護管理に関する研修

会等を受講している」（23.9%）がつづく。研修会等の具体的な内容は「国立病院機

構看護管理研修」、「全日病看護管理者研修」等となっている。一方「該当なし」の

割合は 23.3%となっている。【表 18】 

看護部長の、日本看護協会が認定する認定看護管理者の認定状況について、「取

得している」の割合は 17.5%。「現在は取得していない」が約 8 割（79.1%）を占め

ている。【表 19】 

表18  看護部長の教育課程等の修了および受講状況（複数回答）（n=473） 

 

表19  看護部長の認定看護管理者の認定状況 

 

 

  

件数 割合

取得している 83 17.5%

現在は取得していない 374 79.1%

無回答・不明 16 3.4%

計 473 100.0%

件数 割合

認定看護管理者教育課程ファーストレベル 186 39.3%

認定看護管理者教育課程セカンドレベル 46 9.7%

認定看護管理者教育課程サードレベル 28 5.9%

大学院における修士号の取得

（看護管理または管理に関する学問領域）
11 2.3%

看護管理に関する研修会等を受講している 113 23.9%

該当なし 110 23.3%

無回答・不明 13 2.7%
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５）認定看護管理者教育課程等の修了および受講者の在籍状況 

回答病院における教育課程等の修了および受講者の在籍状況は、「認定看護管理者

教育課程ファーストレベル」は 1 病院あたり平均 4.3 人、「セカンドレベル」は 1.2

人、「サードレベル」は 0.3 人となっている。【表 20】 

回答病院について、看護部長以外の看護職における、認定看護管理者の認定者数

は、1 病院あたりの平均は 0.3 人。「0 人」の回答が 8 割以上（81.6%）となっている。

【表 21】 

表20  修了および受講者の在籍状況 

 

表21  認定看護管理者の在籍状況 

 

 

 

 

 

 

件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合

0 人 144 30.4% 241 51.0% 338 71.5% 370 78.2% 249 52.6%

1 人 57 12.1% 87 18.4% 49 10.4% 23 4.9% 50 10.6%

2 人 50 10.6% 37 7.8% 23 4.9% 5 1.1% 23 4.9%

3 人 31 6.6% 22 4.7% 3 0.6% - - 22 4.7%

4 人 24 5.1% 10 2.1% - - - - 13 2.7%

5 人以上 147 31.1% 34 7.2% - - - - 38 8.0%

無回答・不明 20 4.2% 42 8.9% 60 12.7% 75 15.9% 78 16.5%

計 473 100.0% 473 100.0% 473 100.0% 473 100.0% 473 100.0%

1病院当たりの平均在籍数 4.3人 1.2人 0.3人 0.1人 1.2人

ファーストレベル セカンドレベル サードレベル
大学院における

修士号
その他の研修会

件数 割合

0 人 386 81.6%

1 人 42 8.9%

2 人 14 3.0%

3 人 7 1.5%

4 人 4 0.8%

5 人以上 6 1.3%

無回答・不明 14 3.0%

計 473 100.0%

１病院あたりの認定看護管理者の平均認定者数 0.3人
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（５）看護職の資格取得状況 

１）看護師の認定資格の取得状況について 

回答病院における看護師の認定資格の取得状況について、「専門看護師」の認定

者数は 1 病院あたり平均 0.1 人、「認定看護師」は 0.8 人となっている。 

表22  看護師の認定資格の取得状況 

※ 日 本 看 護 協 会 の認 定 する専 門 看 護 師 あるいは認 定 看 護 師 のことを指 す 

２）特定行為に係る看護師の研修制度について 

平成 27 年度から開始された「特定行為に係る看護師の研修制度」について、「制

度の具体的な内容を知っている」の回答が約 7 割（68.3%）と多く、「制度の具体的

な内容は知らないが、制度の名称は聞いたことがある」（24.7%）と合わせた認知率

は 9 割以上となっている。一方「全く知らない」の割合は 1.9%となっている。 

表23  特定行為に係る看護師の研修制度の認知 

 

 

  

専門看護師の
認定者数

認定看護師の
認定者数

件数 割合 件数 割合

1 人 19 4.0% 62 13.1%

2 人 2 0.4% 40 8.5%

3 人 - - 10 2.1%

4 人 - - 15 3.2%

5 人以上 - - 21 4.4%

無回答・不明 452 95.6% 325 68.7%

計 473 100.0% 473 100.0%

１病院あたりの平均認定者数 0.1人 0.8人

件数 割合

制度の具体的な内容を知っている 323 68.3%

制度の具体的な内容は知らないが、制度の名称は聞いたことがある 117 24.7%

全く知らない 9 1.9%

無回答・不明 24 5.1%

計 473 100.0%
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３）特定行為研修への派遣実績・派遣予定 

平成 27 年度もしくは平成 28 年度以降の、特定行為研修への派遣実績・予定につ

いて、「今年度、派遣している・派遣の予定がある」病院は 2.5%（11 病院平均 1.0

人）、「来年度、派遣の予定がある」病院は 5.7%（25 病院平均 1.3 人）となっている。

一方「派遣の予定はない」病院は 73.9%と多くなっている。【表 24】【表 25】 

表24  特定行為研修への派遣実績・派遣予定（複数回答）（n=440） 

※ 表 23 で特 定 行 為 に係 る看 護 師 の研 修 制 度 について、具 体 的 な内 容 を知 っているまたは制 度 の名 称 は

聞 いたことがあると回 答 した 440 件 の回 答 を掲 載  

表25  特定行為研修への派遣実績・派遣予定の人数 

 

 

件数 割合 件数 割合 件数 割合

1 人 3 60.0% 11 100.0% 19 76.0%

2 人 2 40.0% - - 4 16.0%

3 人 - - - - - -

4 人 - - - - 1 4.0%

5 人以上 - - - - - -

無回答・不明 - - - - 1 4.0%

計 5 100.0% 11 100.0% 25 100.0%

平均 1.4人 1.0人 1.3人

平成27年度までに

派遣した人数

今年度派遣・

派遣予定人数
来年度派遣予定人数

件数 割合

平成27年度までに派遣した 5 1.1%

今年度、派遣している・派遣の予定がある 11 2.5%

来年度、派遣の予定がある 25 5.7%

派遣の予定はない 325 73.9%

無回答・不明 82 18.6%
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（６）教育研修体制 

教育研修体制について、看護職員の教育を企画・実施・評価する組織（委員会等）

がある病院は 80.8%となっている。【表 26】 

看護部門に「院内の教育や研修の責任を担う者」を配置している病院は 81.2%と

なっている。【表 27】 

「院内の教育や研修の責任を担う者」の配置状況は、「他部署と兼任で配置」と

の回答が 83.1%と多く、ついで「専従で配置」が 8.9%となっている。また「新人看

護職員の入職時期のみ他部署と兼任で配置」は 7.8%となっている。【表 28】 

病棟、外来、手術部門等、各部署での教育の担当者（プリセプターを除く）の配

置に関しては、配置している病院が 64.7%となっている。【表 29】 

各部署での教育の担当者（プリセプターを除く）の配置数は、1 病院あたり平均

2.1 人で、「1 人」との回答が 35.0%で最も割合が高くなっている。【表 30】 
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表26  教育を企画・実施・評価する組織の有無 

 

表27  院内教育や研修の責任を担う者の配置の有無 

 

表28  院内教育や研修の責任を担う者の配置状況（複数回答）（n=384） 

※ 専 従 とは、原 則 兼 務 はできず、その領 域 の業 務 に専 念 することを指 す 

※ 表 27 で院 内 教 育 や研 修 の責 任 を担 う者 を配 置 していると回 答 した 384 件 の回 答 を掲 載  

表29  各部署での教育担当者の配置状況 

 

表30  各部署での教育担当者の配置人数 

 
 

 

件数 割合

あり 382 80.8%

なし 86 18.2%

無回答・不明 5 1.1%

計 473 100.0%

件数 割合

はい 384 81.2%

いいえ 84 17.8%

無回答・不明 5 1.1%

計 473 100.0%

件数 割合

はい 306 64.7%

いいえ 155 32.8%

無回答・不明 12 2.5%

計 473 100.0%

件数 割合

1 人 107 35.0%

2 人 84 27.5%

3 人 26 8.5%

4 人 4 1.3%

5 人以上 23 7.5%

無回答・不明 62 20.3%

計 306 100.0%

平均 2.1人

件数 割合

専従で配置 34 8.9%

他部署と兼任で配置 319 83.1%

新人看護職員の入職時期のみ他部署と兼任で配置 30 7.8%

無回答・不明 3 0.8%
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（７）教育の実施状況 

１）人材育成に関する目標・理念 

教育の実施状況について、看護部の人材育成に関する目標または理念、あるいは

目標と理念の双方を掲げている病院が 80.3%となっている。 

表31  看護部の人材育成に関する目標または理念、あるいは目標と理念の有無 

 

 

２）院内および院外教育の計画作成 

院内および院外教育の計画の作成について、「院内教育（※1）および院外教育（※

2）ともに計画作成している」の割合が 57.3%で最も高くなっている。また「院内教

育の計画のみ作成している」は 30.4%、「院外教育の派遣計画のみ作成している」は

1.9%。「院内教育および院外教育ともに計画を作成していない」は 6.8%の回答となっ

ている。 

表32  院内および院外教育の計画の作成 

※1 OJT は含 まず、計 画 的 に実 施 される集 合 研 修 や勉 強 会 等 を指 す。看 護 職 に限 定 せず、多 職 種 が実 施

する教 育 も含 む 

※2 院 外 に看 護 職 を派 遣 して実 施 する教 育 であり、個 々の看 護 職 が自 主 的 に受 けている院 外 の研 修 等 は含  

めない 

 

 

 

  

件数 割合

はい 380 80.3%

いいえ 82 17.3%

無回答・不明 11 2.3%

計 473 100.0%

件数 割合

院内教育および院外教育ともに計画作成している 271 57.3%

院内教育の計画のみ作成している 144 30.4%

院外教育の派遣計画のみ作成している 9 1.9%

院内教育および院外教育ともに計画を作成していない 32 6.8%

無回答・不明 17 3.6%

計 473 100.0%
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３）院内および院外教育の対象者 

常勤および非常勤の看護職の、資格別の院内および院外教育の体制について、看

護師は 9 割前後の病院が院内教育実施と院外教育利用を「あり」と回答している（院

内 90.3%、院外 84.6%）。一方、助産師は「あり」の割合が低くなっている（院内 8.2%、

院外 9.3%）。【表 33】 

資格別にみた該当する看護職が在職している病院では、回答病院全体に比べて、

いずれの看護職も院内教育実施・院外教育利用「あり」の割合が高く、看護師は 9

割前後の病院が「あり」と回答し（院内 93.8%、院外 87.8%）、助産師についても「あ

り」の割合が 7 割前後と高くなっている（院内 66.7%、院外 73.3%）。一方保健師に

ついては、教育体制はない病院が 27.9%で、他の看護職に比べて高くなっている。【表

34】 

常勤および非常勤の看護職の、１病院あたりの経験年数等別の平均在職人数は、

「21 年目以上看護職員」が平均 20.2 人と多く、「新人看護職員」は 5.8 人となって

いる。経験年数が短いほど人数が少ない傾向にある。また経験年数等別の院内教育

および院外教育の体制は、いずれの経験年数等別も、院内教育実施・院外教育利用

ともに「あり」の割合が 50～60%台となっている。【表 35】 

該当する経験年数等別の看護職が在職している病院では、新人看護職員の院内教

育実施「あり」は 92.9% 、院外教育利用は 81.6%と割合が高くなっている。経験年

数が短いほど教育の実施・利用の割合が高い傾向にある。【表 36】 

常勤および非常勤の看護職の、役職および資格別の在職の有無について、リーダー

看護師（相当）、主任相当職、看護師長相当職が在職する病院は約 9 割（各 85.6%、

90.3%、92.2%）で、日本看護協会が認定する認定看護師、専門看護師および認定看

護管理者が在職する病院は、各 30.4%、4.4%、20.7%の割合となっている。いずれの

役職・資格でも、院内教育実施に比べて院外教育利用の「あり」の割合が高く、主

任相当職では院外教育の利用状況は 76.5%、看護師長相当職は 78.2%と高い割合と

なっている。【表 37】 

該当する役職および資格が在職している病院では、いずれの役職・資格も院外教

育利用「あり」の割合が高く、70%以上の回答となっている。特に、日本看護協会認

定の認定看護師、専門看護師、認定看護管理者については院内教育実施「あり」の

割合（各 20.8%、33.3%、16.3%）に対して院外教育利用「あり」が各 83.3%、85.7%、

72.4%と高く、割合の差が大きくなっている。【表 38】 
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常勤および非常勤の看護職の、雇用形態および背景等別の、院内および院外教育

の体制は、常勤の正規職員（フルタイム勤務）は 8 割以上の病院が院内教育・院外

教育ともに「あり」と回答している（院内 86.9%、院外 83.1%）。同じ常勤正規職員

の短時間勤務では、「あり」の割合は院内 48.4%、院外 38.3%となっている。また中

途採用の看護職員では院内教育実施「あり」の割合が 72.3%と高くなっている。【表

39】 

該当する雇用形態・背景等別の看護職が在職している病院では、常勤の正規職員

（短時間勤務）は、院内教育実施・院外教育利用「あり」の割合が高くなっている

（院内 86.9%、院外 68.0%）。また中途採用の看護職員が在職している病院では、院

内教育実施の割合が 86.8%と高くなっている。【表 40】 

回答病院のうち常勤および非常勤の産前産後休業・育児休業・病気休暇中の看護

職員が在職する病院の割合は、各 65.3%、72.1%、38.5%となっている。回答病院全

体の院内および院外教育体制については、産前産後休業・育児休業の看護職の院内

教育実施「あり」の割合が約 1 割となっている。【表 41】 

該当する看護職が在職する病院において、産前産後休業・育児休業の看護職の院

内教育実施「あり」の割合は 2 割近くとなっている（各 16.8%、15.2%）。また病気

休暇中の看護職員については、教育体制はない病院が 88.5%と多く、いずれの状況

の看護職も、教育体制はない病院が 80％以上となっている。【表 42】 

看護補助者への教育の実施について、「実施している」が約 9 割（88.4%）を占め

ている。【表 43】 
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表33  各資格の在職状況と院内および院外教育体制の有無 

 

表34  各資格の院内および院外教育体制の有無 
（表 33 で在職ありと回答した病院のみ掲載） 

※ 各 資 格 で在 職 しているものを集 計 対 象 とする 

※ 「教 育 体 制 はない」は院 内 教 育 と院 外 教 育 の双 方 をなしと回 答 した件 数 と割 合  

  

回答 在職ありの病院 院内教育実施あり 院外教育利用あり

病院数 件数 割合 件数 割合 件数 割合

保健師 473 86 18.2% 58 12.3% 66 14.0%

助産師 473 45 9.5% 39 8.2% 44 9.3%

看護師 473 436 92.2% 427 90.3% 400 84.6%

准看護師 473 395 83.5% 377 79.7% 338 71.5%

在職あり 院内教育実施あり 院外教育利用あり 教育体制はない

病院数 件数 割合 件数 割合 件数 割合

保健師 86 48 55.8% 53 61.6% 24 27.9%

助産師 45 30 66.7% 33 73.3% 8 17.8%

看護師 436 409 93.8% 383 87.8% 17 3.9%

准看護師 395 360 91.1% 324 82.0% 24 6.1%
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表35  各経験年数等の在職状況と院内および院外教育体制の有無 

 

 

表36  各経験年数等の院内および院外教育体制の有無 
（表 35 で在職ありと回答した病院のみ掲載） 

※ 各 経 験 年 数 別 で在 職 人 数 １名 以 上 を集 計 対 象 とする 

※ 「教 育 体 制 はない」は院 内 教 育 と院 外 教 育 の双 方 をなしと回 答 した件 数 と割 合  

 

 

  

病院内の在職人数 院内教育実施あり 院外教育利用あり

在職
あり
件数

職員数
１病院

あたりの
平均職員数

件数 割合 件数 割合

新人看護職員 473 282 1,638 人 5.8人 312 66.0% 270 57.1%

2年目看護職員 473 298 1,591 人 5.3人 284 60.0% 243 51.4%

3～5年目看護職員 473 342 3,784 人 11.1人 290 61.3% 268 56.7%

6～9年目看護職員 473 349 4,147 人 11.9人 274 57.9% 266 56.2%

10～15年目看護職員 473 357 4,753 人 13.3人 267 56.4% 273 57.7%

16～20年目看護職員 473 358 3,745 人 10.5人 259 54.8% 261 55.2%

21年目以上看護職員 473 364 7,358 人 20.2人 260 55.0% 260 55.0%

回答
病院数

院内教育実施あり 院外教育利用あり 教育体制はない

件数 割合 件数 割合 件数 割合

新人看護職員 282 262 92.9% 230 81.6% 10 3.5%

2年目看護職員 298 246 82.6% 206 69.1% 40 13.4%

3～5年目看護職員 342 261 76.3% 239 69.9% 61 17.8%

6～9年目看護職員 349 251 71.9% 242 69.3% 72 20.6%

10～15年目看護職員 357 239 66.9% 246 68.9% 80 22.4%

16～20年目看護職員 358 236 65.9% 237 66.2% 88 24.6%

21年目以上看護職員 364 240 65.9% 239 65.7% 86 23.6%

在職あり

病院数
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表37  各役職および資格の在職状況と院内および院外教育体制の有無 

 

表38  各役職および資格の院内および院外教育体制の有無 
（表 37 で在職有と回答した病院のみ掲載） 

※ 各 役 職 ・資 格 別 で在 職 しているものを集 計 対 象 とする 

※ 「教 育 体 制 はない」は院 内 教 育 と院 外 教 育 の双 方 をなしと回 答 した件 数 と割 合  

 

  

回答 在職ありの病院 院内教育実施あり 院外教育利用あり

病院数 件数 割合 件数 割合 件数 割合

リーダー看護師（相当） 473 405 85.6% 286 60.5% 315 66.6%

主任相当職 473 427 90.3% 283 59.8% 362 76.5%

看護師長相当職 473 436 92.2% 263 55.6% 370 78.2%

副看護部長または看護部長相当

職
473 371 78.4% 153 32.3% 308 65.1%

認定看護師 473 144 30.4% 38 8.0% 138 29.2%

専門看護師 473 21 4.4% 16 3.4% 38 8.0%

認定看護管理者 473 98 20.7% 23 4.9% 90 19.0%

在職あり 院内教育実施あり 院外教育利用あり 教育体制はない

病院数 件数 割合 件数 割合 件数 割合

リーダー看護師（相当） 405 282 69.6% 307 75.8% 54 13.3%

主任相当職 427 280 65.6% 353 82.7% 43 10.1%

看護師長相当職 436 258 59.2% 363 83.3% 47 10.8%

副看護部長または看護部長相当職 371 149 40.2% 299 80.6% 58 15.6%

認定看護師 144 30 20.8% 120 83.3% 20 13.9%

専門看護師 21 7 33.3% 18 85.7% 3 14.3%

認定看護管理者 98 16 16.3% 71 72.4% 21 21.4%
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表39  各雇用形態および背景等の在職状況と院内および院外教育体制の有無 

 

表40  各雇用形態および背景等の院内および院外教育体制の有無 
（表 39 で在職有と回答した病院のみ掲載） 

※ 各 雇 用 形 態 等 別 で在 職 しているものを集 計 対 象 とする 

※ 「教 育 体 制 はない」は院 内 教 育 と院 外 教 育 の双 方 をなしと回 答 した件 数 と割 合  

  

回答 在職ありの病院 院内教育実施あり 院外教育利用あり

病院数 件数 割合 件数 割合 件数 割合

常勤職員

　正規職員（フルタイム勤務）
473 452 95.6% 411 86.9% 393 83.1%

常勤職員

　正規職員（短時間勤務）
473 244 51.6% 229 48.4% 181 38.3%

常勤職員

　その他
473 79 16.7% 78 16.5% 57 12.1%

非常勤職員

　アルバイト
473 232 49.0% 183 38.7% 93 19.7%

非常勤職員

　その他
473 166 35.1% 150 31.7% 92 19.5%

派遣職員 473 53 11.2% 47 9.9% 16 3.4%

中途採用の看護職員 473 393 83.1% 342 72.3% 267 56.4%

在職あり 院内教育実施あり 院外教育利用あり 教育体制はない

病院数 件数 割合 件数 割合 件数 割合

常勤職員
　正規職員（フルタイム勤務）

452 408 90.3% 389 86.1% 28 6.2%

常勤職員
　正規職員（短時間勤務）

244 212 86.9% 166 68.0% 26 10.7%

常勤職員
　その他

79 67 84.8% 46 58.2% 12 15.2%

非常勤職員
　アルバイト

232 176 75.9% 88 37.9% 51 22.0%

非常勤職員
　その他

166 143 86.1% 87 52.4% 19 11.4%

派遣職員 53 36 67.9% 9 17.0% 17 32.1%

中途採用の看護職員 393 341 86.8% 267 67.9% 40 10.2%
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表41  産休・育休・病休看護職員の在職状況と院内および院外教育体制の有無 

 

表42  産休・育休・病休看護職員への院内および院外教育体制の有無 
（表 41 で在職ありと回答した病院のみ掲載） 

※ 産 休 ・育 休 ・病 休 者 の在 職 しているものを集 計 対 象 とする 

※ 「教 育 体 制 はない」は院 内 教 育 と院 外 教 育 の双 方 をなしと回 答 した件 数 と割 合  

表43  看護補助者への教育実施状況 

 

 

  

回答 在職ありの病院 院内教育実施あり 院外教育実施あり

病院数 件数 割合 件数 割合 件数 割合

産前・産後休業中の看護職員 473 309 65.3% 56 11.8% 27 5.7%

育児休業中の看護職員 473 341 72.1% 53 11.2% 27 5.7%

病気休暇中の看護職員 473 182 38.5% 24 5.1% 17 3.6%

在職あり 院内教育実施あり 院外教育利用あり 教育体制はない

病院数 件数 割合 件数 割合 件数 割合

産前・産後休業中の看護職員 309 52 16.8% 25 8.1% 249 80.6%

育児休業中の看護職員 341 52 15.2% 26 7.6% 283 83.0%

病気休暇中の看護職員 182 17 9.3% 12 6.6% 161 88.5%

件数 割合

実施している 418 88.4%

実施していない 40 8.5%

無回答・不明 15 3.2%

計 473 100.0%
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４）看護職員のための教育方法 

看護職員のための教育方法について、教育方法別の割合は「院内教育」が 41.4％

で最も多く、ついで「部署別教育」が 33.5％、「院外教育」が 22.8％となっている。

【表 44】 

具体的な教育方法としては、「看護部門の院内研修」が 90.3%で割合が最も高く、

ついで「看護協会の研修に参加」（86.3%）、「職場内指導（OJT）（72.9%）、「部署単位

の勉強会」（70.6%）が 7 割以上の回答、「県や自治体が主催する研修への参加」（69.1%）、

「講師招聘の院内研修」（63.8%）、「外部の医療機関や教育機関が開催する研修等へ

の参加、または所有する設備での研修等（スキルスラボ等）」（63.6%）、「看護部門以

外の院内研修」（63.4%）が 6 割以上の回答となっている。【表 45】 

看護職員の院内教育が実施されていない理由は、「教育に携わる人材や人員が確保

できないため」（18.9%）、「看護職員の教育を企画・実施・評価する組織（委員会等）

が設置されていないため」（15.1%）、「時間確保が困難なため」（13.2%）等が主な理

由となっている。【表 46】 
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表44  教育方法とその割合 

※ 回 答 数 473 件 のうち、無 回 答 であった 43 件 を除 く、430 件 の回 答 を掲 載  

表45  具体的な教育方法等（複数回答）（n=473） 

 

  

回答

病院数

割合の

平均値

部署別教育 430

院内教育 430

院外教育 430

その他 430

33.5%

41.4%

22.8%

2.3%

件数 割合

看護部門の院内研修 427 90.3%

講師招聘の院内研修 302 63.8%

職場内指導（OJT ） 345 72.9%

部署単位の勉強会 334 70.6%

プリセプターシップ制度 250 52.9%

メンターシップ制度 51 10.8%

パートナーシップ制度 48 10.1%

看護部門以外の院内研修 300 63.4%

看護協会の研修に参加 408 86.3%

外部の医療機関や教育機関が開催する研修等への参加、または所有する設備での研修等

（スキルスラボ等）
301 63.6%

民間企業の研修 179 37.8%

学術集会への参加 263 55.6%

学術集会等の研究会や勉強会への参加 231 48.8%

e ラーニング等インターネットを用いた研修 176 37.2%

県や自治体が主催する研修への参加 327 69.1%

その他 17 3.6%

無回答・不明 8 1.7%
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表46  院内教育を実施していない理由（複数回答）（n=53） 

※ 表 44 で院 内 教 育 の割 合 に０と回 答 、または無 回 答 であった 53 件 の回 答 を掲 載  

  

件数 割合

教育に携わる人材や人員が確保できないため 10 18.9%

研修を実施する設備や空間が確保できないため 4 7.5%

時間確保が困難なため 7 13.2%

看護職員の教育を企画・実施・評価する組織（委員会等）が設置されていな

いため
8 15.1%

予算確保が困難なため 3 5.7%

必要性を感じないため - -

看護職員からのニーズがないため 1 1.9%

その他 1 1.9%

無回答・不明 40 75.5%
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５）院外教育の活用状況 

院外教育の活用状況について、病院の看護職員を院外教育に「派遣している」の

割合は 85.6%、「派遣していない」は 11.2%となっている。【表 47】 

院外教育派遣時の病院からの支援は、「あり」が 97.5%となっている。【表 48】 

院外教育派遣時の病院からの支援内容は、「受講料の補助」（87.8%）、「勤務時間と

しての受講」（86.6%）、「旅費・交通費の補助」（85.1%）の順に割合が高い。「その他」

の支援の具体的な回答は「日当」、「昼食代」等となっている。【表 49】 

院外教育に看護職員を派遣していない病院について、その理由は「時間確保が困

難なため」の割合が 47.2%、「看護職員からのニーズがないため」が 43.4%と高く、

ついで「予算確保が困難なため」が 20.8%となっている。【表 50】 

表47  院外教育の派遣の有無 

 

表48  院外教育派遣時の病院からの支援の有無 

※ 表 47 で院 外 教 育 へ派 遣 していると回 答 した 405 件 の回 答 を掲 載  

 

表49  院外教育派遣時の病院からの支援内容（複数回答）（n=395） 

※ 表 48 で院 外 教 育 派 遣 時 の病 院 からの支 援 があると回 答 した 395 件 の回 答 を掲 載  

  

件数 割合

派遣している 405 85.6%

派遣していない 53 11.2%

無回答・不明 15 3.2%

計 473 100.0%

件数 割合

あり 395 97.5%

なし 9 2.2%

無回答・不明 1 0.2%

計 405 100.0%

件数 割合

受講料の補助 347 87.8%

旅費・交通費の補助 336 85.1%

勤務時間としての受講 342 86.6%

休暇の付与（有給） 74 18.7%

休暇の付与（無給） 21 5.3%

その他 15 3.8%

無回答・不明 5 1.3%
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表50  院外教育に派遣していない理由（複数回答）（n=53） 

※ 表 47 で院 外 教 育 に派 遣 していないと回 答 した 53 件 の回 答 を掲 載  

 

表51  主要な会場までのアクセス時間 

※ 表 50 で主 要 な会 場 までのアクセスが悪 いためと回 答 した 6 件 の回 答 を掲 載  

 

  

件数 割合

約30分 - -

約60分 1 16.7%

約90分 - -

約120 分以上 3 50.0%

無回答・不明 2 33.3%

計 6 100.0%

件数 割合

看護職員からのニーズがないため 23 43.4%

時間確保が困難なため 25 47.2%

予算確保が困難なため 11 20.8%

主要な会場までのアクセスが悪いため 6 11.3%

院内教育のみで自施設で必要な能力は育成できているため、

必要性を感じない
5 9.4%

院外に派遣してまで身につける能力は必要ないと考えているため 4 7.5%

その他 2 3.8%

無回答・不明 9 17.0%
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６）看護職員の進学支援体制 

看護職員の進学のための支援体制について、准看護師に対する看護師資格取得の

ための支援体制がある病院が 64.1%、ない病院が 33.4%となっている。【表 52】 

看護職員が大学や大学院等に進学するための支援体制は、支援体制がある病院は

24.3%、ない病院が 73.4%となっている。【表 53】 

病院における看護系大学（4 年制）を修了している看護職の人数は、1 病院あたり

平均 3.6 人。0～5 人未満の割合が 7 割超（71.5％）となっている。【表 54】 

表52  准看護師に対する看護師資格取得のための支援体制 

 

表53  進学するための支援体制の有無 

 

 

表54  看護系大学（4 年制）を修了している看護職数 

 

 

 

 

件数 割合

あり 115 24.3%

なし 347 73.4%

無回答・不明 11 2.3%

計 473 100.0%

件数 割合

0 人 167 35.3%

5 人未満 171 36.2%

5 ～9 人 58 12.3%

10～19人 26 5.5%

20～29人 11 2.3%

30～39人 2 0.4%

40～49人 1 0.2%

50～99人 3 0.6%

100 人以上 - -

無回答・不明 34 7.2%

計 473 100.0%

平均 3.6人

件数 割合

あり 303 64.1%

なし 158 33.4%

無回答・不明 12 2.5%

計 473 100.0%
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７）新人看護研修の実施状況 

新人看護職員研修の実施状況について、新人看護職員を対象とした研修を実施し

ている病院は、「自施設内のみで実施している」病院が 53.3%で最も割合が高く、「他

施設の新人看護職員研修を受講している」が 12.5%、「他施設と合同で実施している」

が 11.2%となっている。一方「自施設・他施設含めて全く実施していない」の割合

は 13.1%となっている。【表 55】 

新人看護職員研修ガイドラインに沿った研修の実施または受講は、「はい」（実施

または受講）の割合が 74.0%となっている。【表 56】 

新人看護職員研修ガイドラインに沿った研修を行っていない病院について、その

理由は「新人看護職員の入職がないため」の割合が最も高く（50.0%）、ついで「研

修責任者の育成・確保が困難」（45.7%）、「新人看護職員の教育を企画・実施・評価

する組織（委員会等）が設置されていないため」（40.2%）、「教育担当者の育成・確

保が困難」（39.1%）とつづいている。【表 57】 
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表55  新人看護職員対象の研修実施について（複数回答）（n=473） 

  

表56  新人看護職員研修ガイドラインに沿った研修の実施または受講 

※ 表 55 で新 人 看 護 職 員 対 象 の研 修 について、「自 施 設 ・他 施 設 含 めて全 く実 施 していない」と回 答 した 62

件 、および無 回 答 の 49 件 を除 く 362 件 の回 答 を掲 載  

表57  新人看護職員ガイドラインに沿った研修を行っていない理由（複数回答）（n=92） 

※ 表 56 で新 人 看 護 職 員 研 修 ガイドラインに沿 った研 修 を行 っていないと回 答 した 92 件 の回 答 を掲 載  

 

 

 

 

 

件数 割合

はい 268 74.0%

いいえ 89 24.6%

無回答・不明 5 1.4%

計 362 100.0%

件数 割合

自施設内のみで実施している 252 53.3%

他施設と合同で実施している 53 11.2%

他施設の新人看護職員研修を受講している 59 12.5%

自施設・他施設含めて全く実施していない 62 13.1%

無回答・不明 49 10.4%

件数 割合

研修責任者の育成・確保が困難 42 45.7%

教育担当者の育成・確保が困難 36 39.1%

実施指導者の育成・確保が困難 26 28.3%

研修を実施する設備や空間が確保できないため 19 20.7%

新人看護職員の教育を企画・実施・評価する組織（委員会等）が設置されて

いないため
37 40.2%

時間確保が困難なため 22 23.9%

予算確保が困難なため 6 6.5%

新人看護職員の入職がないため 46 50.0%

必要性を感じないため（新人看護職員は入職している） 5 5.4%

その他 12 13.0%

無回答・不明 1 1.1%
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（８）助産師の状況 

日本看護協会の助産実践能力習熟段階（クリニカルラダー）：CLoCMiP の導入につ

いて、助産師が在職していると回答した病院における導入の割合は 37.8%となって

いる。【表 58】 

導入している病院における、CLoCMiP に対応した研修の実施または受講状況は、

「団体・学会・企業が実施する研修を受講している」、「日本看護協会のインターネッ

ト配信研修（オンデマンド）を受講している」の割合がいずれも 70.6%となってい

る。【表 59】 

日本助産評価機構が認証するアドバンス助産師の在籍者数は、1 病院あたり平均

1.8 人となっている。【表 60】 

平成 27 年の年間の分娩件数は 1 病院あたり平均 262.3 件となっている。また、助

産師が在職していると回答した 45 件のうち、16 件は年間の分娩件数が 0 件であり、

分娩のある病院は 25 件であった。【表 61】 

表58  CLoCMip の導入状況 

※ 表 33 で助 産 師 が在 職 していると回 答 した 45 件 の回 答 を掲 載  

表59  CLoCMip に対応した研修の実施または受講状況（複数回答）（n=17） 

※ 表 58 で CLoCMip を導 入 していると回 答 した 17 件 の回 答 を掲 載  

 

表60  アドバンス助産師の在籍数 

 

 

件数 割合

1 人 5 11.1%

2 人 3 6.7%

3 人 1 2.2%

4 人 2 4.4%

5 ～9 人 5 11.1%

10人以上 1 2.2%

無回答・不明 28 62.2%

計 45 100.0%

平均 1.8人

件数 割合

はい 17 37.8%

いいえ 26 57.8%

無回答・不明 2 4.4%

計 45 100.0%

件数 割合

院内で研修を実施している 5 29.4%

団体・学会・企業が実施する研修を受講している 12 70.6%

日本看護協会のインターネット配信研修（オンデマンド）を受講している 12 70.6%

その他 - -

無回答・不明 - -
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表61  平成 27 年の年間の分娩件数 

※ 分 娩 件 数 が 1,600 件 以 上 であった 1 件 の回 答 については、表 61 では除 外 して集 計  

 

 

 

  

回答病院数 割合

0 件 16 35.6%

1 ～9 件 1 2.2%

10～19件 1 2.2%

20～29件 1 2.2%

30～49件 1 2.2%

50～99件 1 2.2%

100 件以上 20 44.4%

無回答・不明 4 8.9%

計 45 100.0%

平均 262.3件
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（９）教育に関する財源について 

看護職員の教育を実施するための予算（研修受講料、旅費交通費、教育機材や書

籍の購入、講師謝金等、教育に係る全ての経費を含む）の確保について、「院内教育

および院外教育ともに、予算が確保されている」病院が 54.8%と最も多く、「院外教

育のみ予算が確保されている」病院は 10.1%となっている。一方「院内教育および

院外教育ともに、予算が確保されていない」病院は 27.7%となっている。【表 62】 

回答病院について、平成 28 年度の教育に関する予算額は 1 病院あたり平均 122.9

万円。一方、教育を実施するために必要と考える予算額の平均は 138.0 万円となっ

ている。【表 63】【表 64】  

表62  教育実施のための予算 

 

表63  平成 28 年度の予算額 

※ 表 62 で予 算 が確 保 されていると回 答 した 314 件 の回 答 を掲 載  

  

件数 割合

0 ～9 万円 5 1.6%

10～19万円 14 4.5%

20～29万円 26 8.3%

30～39万円 13 4.1%

40～49万円 11 3.5%

50～99万円 51 16.2%

100 ～149 万円 40 12.7%

150 ～199 万円 19 6.1%

200 万円以上 53 16.9%

無回答・不明 82 26.1%

計 314 100.0%

平均 122.9万円

件数 割合

院内教育および院外教育ともに、予算が確保されている 259 54.8%

院内教育のみ予算が確保されている 7 1.5%

院外教育のみ予算が確保されている 48 10.1%

院内教育および院外教育ともに、予算が確保されていない 131 27.7%

無回答・不明 28 5.9%

計 473 100.0%
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表64  教育実施に必要と考える予算額 

※ 表 62 で予 算 が確 保 されていると回 答 した 314 件 の回 答 を掲 載  

  

件数 割合

0 ～9 万円 3 1.0%

10～19万円 5 1.6%

20～29万円 17 5.4%

30～39万円 15 4.8%

40～49万円 9 2.9%

50～99万円 52 16.6%

100 ～149 万円 40 12.7%

150 ～199 万円 20 6.4%

200 万円以上 61 19.4%

無回答・不明 92 29.3%

計 314 100.0%

平均 138.0万円
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（１０）教育内容を充実させるための取組み 

教育内容を充実させるための取組みについて、病院での看護師の能力評価・開発

におけるラダーの導入状況は、「クリニカルラダーを導入している」病院が 25.6%、

「クリニカルラダーまたはキャリアラダーの導入を検討している」病院が 22.6%、

「クリニカルラダーおよびキャリアラダーは導入していない」病院が 39.1%の割合

となっている。【表 65】 

平成 28 年 5 月に日本看護協会から公表された「看護師のクリニカルラダー（日本

看護協会版）」（以下、JNA ラダー）の認知について、「具体的な内容を知っている」

の割合は 53.9%で、「具体的な内容は知らないが、名称は聞いたことがある」（38.1%）

と合わせて 9 割以上の認知率となっている。【表 66】 

病院における看護師の、能力評価・開発への JNA ラダーの導入状況は、「導入して

いる」病院が 7.4%、「導入を検討している」病院が 46.2%、「導入する予定はない」

病院が 43.9%となっている。【表 67】 

JNA ラダーを導入する予定はない病院について、その理由は「JNA ラダーに基づ

く教育を計画・実施する人材と人員が確保できないため」（49.2%）、「JNA ラダーの

導入について検討する人材と人員が確保できないため」（48.7%）がそれぞれ約半数

の割合となっており、ついで「JNA ラダーに基づく教育を計画・実施する時間が確

保できないため」（35.1%）、「JNA ラダーに基づく教育を計画・実施する予算が確保

できないため」（18.3%）となっている。一方「すでに導入しているラダーによって

看護師の能力評価・開発は十分に可能と考えているため」は約 1 割の回答（9.4%）

となっている。その他の理由としては「自施設のラダーを導入して間もない」、「独

自の方法がある」、「全員が中途採用者でバラつきが多いが即戦力で、ラダーは現実

的でない」等が挙げられている。【表 68】 

表65  看護師の能力評価・開発における、ラダーの導入状況 

※1 臨 床 看 護 の実 践 レベルのことを指 す 

※2 看 護 職 の専 門 的 な能 力 の発 達 や開 発 、臨 床 実 践 能 力 ばかりではなく、管 理 的 な能 力 の段 階 や専 門 看

護 師 ・認 定 看 護 師 ・特 定 行 為 研 修 修 了 看 護 師 としての段 階 等 も含 む 

  

件数 割合

クリニカルラダー（※1）を導入している 121 25.6%

キャリアラダー（※2）を導入している 28 5.9%

クリニカルラダーまたはキャリアラダーの導入を検討している 107 22.6%

クリニカルラダーおよびキャリアラダーは導入していない 185 39.1%

無回答・不明 32 6.8%

計 473 100.0%
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表66  JNA ラダーの認知 

 

表67  JNA ラダーの導入状況 

※ 表 66 で「具 体 的 な内 容 を知 っている」または「具 体 的 な内 容 は知 らないが、名 称 は聞 いたことがある」と回

答 した 435 件 の回 答 を掲 載  

表68  JNA ラダーを導入する予定はない理由（複数回答）（n=191） 

※ 表 67 で JNA ラダーを導 入 する予 定 はないと回 答 した 191 件 の回 答 を掲 載  

 

  

件数 割合

導入している 32 7.4%

導入を検討している 201 46.2%

導入する予定はない 191 43.9%

無回答・不明 11 2.5%

計 435 100.0%

件数 割合

具体的な内容を知っている 255 53.9%

具体的な内容は知らないが、名称は聞いたことがある 180 38.1%

全く知らない 24 5.1%

無回答・不明 14 3.0%

計 473 100.0%

件数 割合

すでに導入しているラダーによって看護師の能力評価・開発は十分に可能と

考えているため
18 9.4%

すでに導入しているラダーがあり、JNA ラダーとの整合性のつけ方が困難で

あるため
24 12.6%

JNA ラダーの導入について検討する人材と人員が確保できないため 93 48.7%

JNA ラダーに基づく教育を計画・実施する人材と人員が確保できないため 94 49.2%

JNA ラダーに基づく教育を計画・実施する予算が確保できないため 35 18.3%

JNA ラダーに基づく教育を計画・実施する時間が確保できないため 67 35.1%

その他 21 11.0%

無回答・不明 3 1.6%
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（１１）中小規模病院のネットワーク（会議体）について 

１）中小規模病院のネットワークの有無 

中小規模病院の中で、看護管理者が情報交換や課題の共有等を行う会議等のネッ

トワーク（以下、「中小規模病院のネットワーク」）について、ネットワークがある

病院が 53.5%、ない病院が 42.3%となっている。 

表69  中小規模病院のネットワークの有無 

 

 

２）中小規模病院のネットワークの詳細 

中小規模病院のネットワークの数は、1 病院あたり平均 4.0。【表 70】 

ネットワークの場の種類は、「会議」の割合が最も高く 62.5%。ついで「情報交換

会」（45.1%）、「交流会」（40.3%）、「研究会」（19.0%）、「委員会」（15.8%）となって

いる。【表 71】 

中小規模病院のネットワークのメンバーは「看護管理者」の割合が 94.9%と高く、

ついで「事務職」（20.2%）、「病院長」（17.8%）となっている。【表 72】 

検討内容は、「人材育成」（63.6%）、「医療の質」（61.3%）が 6 割以上の回答となっ

ている。【表 73】 

活動期間は、「1 回／4～6 か月」（36.4%）、「1 回／2～3 か月」（35.6%）との回答が

多くなっている。【表 74】 

表70  ネットワーク数 

※ 表 69 でネットワークありと回 答 した 253 件 の回 答 を掲 載  

  

件数 割合

あり 253 53.5%

なし 200 42.3%

無回答・不明 20 4.2%

計 473 100.0%

件数 割合

1 62 24.5%

2 40 15.8%

3 26 10.3%

4 16 6.3%

5 ～9 17 6.7%

10以上 16 6.3%

無回答・不明 76 30.0%

計 253 100.0%

平均 4.0
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表71  場の種類（複数回答）（n=253） 

※ 表 69 でネットワークありと回 答 した 253 件 の回 答 を掲 載  

表72  メンバー（複数回答）（n=253） 

※ 表 69 でネットワークありと回 答 した 253 件 の回 答 を掲 載  

表73  検討内容（複数回答）（n=253） 

※ 表 69 でネットワークありと回 答 した 253 件 の回 答 を掲 載  

  

件数 割合

会議 158 62.5%

委員会 40 15.8%

研究会 48 19.0%

交流会 102 40.3%

情報交換会 114 45.1%

その他 19 7.5%

無回答・不明 13 5.1%

件数 割合

看護管理者 240 94.9%

病院長 45 17.8%

副病院長 18 7.1%

理事 7 2.8%

事務職 51 20.2%

スタッフ 39 15.4%

その他 15 5.9%

無回答・不明 11 4.3%

件数 割合

人材育成 161 63.6%

経営 105 41.5%

医療の質 155 61.3%

その他 102 40.3%

無回答・不明 18 7.1%
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表74  活動期間（複数回答）（n=253） 

 

※ 表 69 でネットワークありと回 答 した 253 件 の回 答 を掲 載  

 

  

件数 割合

１回／月 52 20.6%

１回／２～３か月 90 35.6%

１回／４～６か月 92 36.4%

１回／７～１２か月 22 8.7%

不定期 39 15.4%

その他 3 1.2%

無回答・不明 11 4.3%
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３）中小規模病院のネットワークの必要性 

中小規模病院のネットワークの構築について、「必要である」と回答した病院が 9

割にのぼっている（89.9%）。【表 75】 

中小規模病院のネットワークが「必要である」と回答した病院について、その理

由は「情報交換の場が必要であるため」の割合が 94.6%と高く、ついで「地域特有

の課題を共有したり、解決策を見出したりできるため」が 81.2%と高くなっている。

その他としては「地域（医療）との連携」、「地域包括ケアシステムの推進」等の理

由が挙げられている。【表 76】 

中小規模病院のネットワークが「必要でない」と回答した病院について、その理

由は「他施設と情報交換や課題および解決策を共有すべき事項は特にないため」

（46.2%）が高い割合となっている。【表 77】 

中小規模病院のネットワークについて、必要と思う範囲は「二次医療圏内」の割

合（72.1%）が最も高く、ついで「同一法人内」が 13.5%となっている。その他、「同

地区・同地域内」、「同診療科内」、「同規模病床数」等の回答となっている。【表 78】 
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表75  中小規模病院のネットワークの必要性 

 

表76  必要である理由（複数回答）（n=425） 

※ 表 75 で必 要 であると回 答 した 425 件 の回 答 を掲 載  

表77  必要でない理由（複数回答）(n=26) 

※ 表 75 で必 要 でないと回 答 した 26 件 の回 答 を掲 載  

表78  必要と思う範囲（複数回答）(n=473) 

 

 

  

件数 割合

必要である 425 89.9%

必要でない 26 5.5%

無回答・不明 22 4.7%

計 473 100.0%

件数 割合

自施設の中だけでは人材育成が完結しないため 242 56.9%

情報交換の場が必要であるため 402 94.6%

地域特有の課題を共有したり、解決策を見出したりできるため 345 81.2%

その他 13 3.1%

無回答・不明 1 0.2%

件数 割合

自施設の中だけで人材育成が完結するため 5 19.2%

他施設と情報交換や課題および解決策を共有すべき事項は特にないため 12 46.2%

その他 12 46.2%

無回答・不明 - -

件数 割合

同一法人内 64 13.5%

二次医療圏内 341 72.1%

その他 43 9.1%

無回答・不明 47 9.9%
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（１２）看護の質評価への取組み 

「日本看護協会 労働と看護の質データベース事業」（以下、「DiNQL」）について、

「事業があることは知っているが、詳しくは知らない」病院が半数（49.7%）となっ

ている。「具体的な内容まで知っている」（22.6%）、「すでに参加している」（4.2%）

と合わせた認知率は 76.5%で、「全く知らない」は 10.6%となっている。【表 79】 

DiNQL への参加意向は、「参加する予定である」病院が 1.5%、「参加を検討してい

る」病院が 25.1%で、「参加予定はない」病院が約 7 割（70.6%）となっている。【表

80】 

どのような支援があれば DiNQL に参加しやすいかについて、1 番重要な支援（「1

位」の回答割合が最も高いもの）は「参加費の補助が出る」が 31.7%で最も高くなっ

ている。ついで「都道府県内で事業の説明会がある」は、同じく約 3 割の病院が 1

番重要な支援と回答している（30.4%）。ついで「電子カルテから、データを抽出で

きるようになる」、「病院長を説得するための資料がある」、「部下を説得するための

資料がある」等が重要な支援となっている。また、その他の支援としては「事務職

員を説得するための資料」、「インターネット環境の整備」等が挙げられている。 

【表 81】【表 82】 
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表79  DiNQL の認知 

 

表80  DiNQL への参加意向 

※ 表 79 で「具 体 的 な内 容 まで知 っている」「事 業 があることは知 っているが、詳 しくは知 らない」「そのような事

業 があることを何 となく記 憶 している」と回 答 した 395 件 の回 答 を掲 載   

件数 割合

すでに参加している 20 4.2%

具体的な内容まで知っている 107 22.6%

事業があることは知っているが、詳しくは知らない 235 49.7%

そのような事業があることを何となく記憶している 53 11.2%

全く知らない 50 10.6%

無回答・不明 8 1.7%

計 473 100.0%

件数 割合

参加する予定である 6 1.5%

参加を検討している 99 25.1%

参加予定はない 279 70.6%

無回答・不明 11 2.8%

計 395 100.0%
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表81  DiNQL 参加への必要な支援/1 位・2 位・3 位 

※ 表 80 で「参 加 を検 討 している」「参 加 予 定 はない」と回 答 した 378 件 の回 答 を掲 載  

表82  DiNQL 参加への必要な支援/上位 3 つまで計（複数回答）（n=378） 

※ 表 80 で「参 加 を検 討 している」または「参 加 予 定 はない」と回 答 した 378 件 の回 答 を掲 載  

 

 

 

  

件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合

１位 120 31.7% 115 30.4% 64 16.9% 38 10.1%

２位 47 12.4% 46 12.2% 37 9.8% 32 8.5%

３位 46 12.2% 22 5.8% 31 8.2% 33 8.7%

無回答・不明 165 43.7% 195 51.6% 246 65.1% 275 72.8%

計 378 100.0% 378 100.0% 378 100.0% 378 100.0%

件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合

１位 28 7.4% 25 6.6% 22 5.8% 16 4.2%

２位 40 10.6% 16 4.2% 24 6.3% - -

３位 40 10.6% 15 4.0% 47 12.4% 3 0.8%

無回答・不明 270 71.4% 322 85.2% 285 75.4% 359 95.0%

計 378 100.0% 378 100.0% 378 100.0% 378 100.0%

部下を説得するた

めの資料がある

DiNQL事業に参加

していることが、病院

機能評価等で評価

される

評価結果を基に個

別相談ができる

参加費の補助が出

る

都道府県内で事業

の説明会がある

電子カルテから、

データを抽出できる

ようになる

病院長を説得する

ための資料がある

その他

件数 割合

参加費の補助が出る 213 56.3%

都道府県内で事業の説明会がある 183 48.4%

電子カルテから、データを抽出できるようになる 132 34.9%

病院長を説得するための資料がある 103 27.2%

部下を説得するための資料がある 108 28.6%

DiNQL 事業に参加していることが、病院機能評価等で評価される 56 14.8%

評価結果を基に個別相談ができる 93 24.6%

その他 19 5.0%

無回答・不明 55 14.6%
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（１３）人材育成上の課題 

病院における人材育成上で課題と考える事項としては、「教育を担う人材の確保」、

「人材育成のための時間確保」、「看護職員自身の教育に対する動機付け」、「中途入

職者への教育内容や体制の整備」等が挙げられている。【表 83】 

表83  病院における人材育成上の課題（複数回答）（n=175） 

※ 病 院 における人 材 育 成 上 の課 題 について、自 由 記 載 欄 に記 入 のあった 175 件 の内 容 をカテゴリー分 け

し、件 数 と割 合 を算 出 。1 件 の回 答 に複 数 のカテゴリーの内 容 が含 まれる場 合 は、それぞれのカテゴリー

に該 当 するとカウントした。 

  

件数 割合

看護職員自身の教育に対する動機付け 22 12.6%

人材育成のための時間確保 25 14.3%

教育を担う人材の確保 34 19.4%

中堅看護師への教育内容や体制の整備 8 4.6%

看護管理者の育成・育成のための教育内容や体制の整備 12 6.9%

育児・介護休暇中の職員が研修参加可能な体制の整備 10 5.7%

准看護師への計画的な教育体制の整備 6 3.4%

中途入職者への教育内容や体制の整備 16 9.1%

予算の確保 12 6.9%

看護職の人材育成に関する経営者の理解促進 7 4.0%

ラダー導入後の運用・活用 4 2.3%

院外研修受講後の現場での活用 3 1.7%

看護実践に反映される効果的な研修の実施 2 1.1%

看護職員への負担の軽減 2 1.1%

人事考課や目標管理等との整合性 2 1.1%

受講者のニーズに応じた研修企画 2 1.1%

人材育成を行う体制の整備 3 1.7%

その他の課題 7 4.0%

人材育成面以外の課題 18 10.3%
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Ⅲ 統計表 

※ 本調査の回収数は 473 であるため、許可病床数や入院基本料の届け出状況等の属性別

の分析は行っていない。 

※ 本報告書には総括および考察に関連する統計表のみを収載しており、その他の統計表

は別途公表する別添資料集へ収載する。 

※ 表側への無回答・不明は掲載していない。 

 
統計表1  新人看護職員研修ガイドラインに沿った研修の実施または受講の有無・ 

常勤看護職員および新卒看護職員の離職率 

 
統計表2  看護部長の認定看護管理者の認定状況・ 

常勤看護職員および新卒看護職員の離職率 

 

 

統計表3  中小規模病院間の会議等のネットワークの有無・ 
常勤看護職員および新卒看護職員の離職率 

 

 
 

全
 
 

体

常
勤
看
護
職
員
離

職
率

新
卒
看
護
職
員
離

職
率

  全  体 377 11.2% 11.9%

取得している 72 10.4% 8.9%

現在は取得していない 293 11.3% 12.5%

 
 

全
 
 

体

常
勤
看
護
職
員
離

職
率

新
卒
看
護
職
員
離

職
率

  全  体 377 11.2% 11.9%

あり 199 11.6% 11.0%

なし 163 10.9% 14.2%

 
 

全
 
 

体

常
勤
看
護
職
員
離
職

率 新
卒
看
護
職
員
離
職

率

  全  体 296 10.8% 11.4%
はい 222 10.7% 11.2%
いいえ 69 11.8% 18.9%
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統計表4  中小企業病院間の会議等のネットワークの有無・ 
新人看護職員研修ガイドラインに沿った研修の実施および受講の有無 

 

統計表5  看護部長の認定看護管理者の認定状況・ 
看護部長の病院経営会議への参画 

 

 

統計表6  看護部長の認定看護管理者の認定状況・ 

看護部長の病院全体の予算収支決定への関与 

 

 

 
 

全
 
 

体

は
い

い
い
え

　
無
回
答
・
不
明

473 295 163 15

100.0 62.4 34.5 3.2

83 66 17 -

100.0 79.5 20.5 (-)

374 225 140 9

100.0 60.2 37.4 2.4

  全  体

取得している

現在は取得していない

 
 

全
 
 

体

は
い

い
い
え

　
無
回
答
・
不
明

473 156 299 18

100.0 33.0 63.2 3.8

83 40 43 -

100.0 48.2 51.8 (-)

374 115 247 12

100.0 30.7 66.0 3.2

  全  体

取得している

現在は取得していない

 
 

全
 
 

体

は
い

い
い
え

　
無
回
答
・
不
明

362 268 89 5

100.0 74.0 24.6 1.4

200 161 36 3

100.0 80.5 18.0 1.5

152 98 52 2

100.0 64.5 34.2 1.3

  全  体

あり

なし
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統計表7  看護部長の認定看護管理者の認定状況・ 
看護部長の病院経営の方針決定への関与 

 

 

統計表8  看護部長の認定看護管理者の認定状況・ 
看護部長の看護職員の採用者決定の可否 

 

 

統計表9  看護部長の認定看護管理者の認定状況・ 
職務権限規程への看護職員の配属および異動に関する看護部長の権限の記載 

 

 

  

 
 

全
 
 

体

は
い

い
い
え

　
無
回
答
・
不
明

473 268 188 17

100.0 56.7 39.7 3.6

83 61 21 1

100.0 73.5 25.3 1.2

374 205 159 10

100.0 54.8 42.5 2.7

  全  体

取得している

現在は取得していない

 
 

全
 
 

体

は
い

い
い
え

　
無
回
答
・
不
明

473 376 85 12

100.0 79.5 18.0 2.5

83 75 8 -

100.0 90.4 9.6 (-)

374 294 73 7

100.0 78.6 19.5 1.9

  全  体

取得している

現在は取得していない

 
 

全
 
 

体

は
い

い
い
え

　
無
回
答
・
不
明

473 291 162 20

100.0 61.5 34.2 4.2

83 66 15 2

100.0 79.5 18.1 2.4

374 220 141 13

100.0 58.8 37.7 3.5

  全  体

取得している

現在は取得していない
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統計表10 看護部長の認定看護管理者の認定状況・ 
職務権限規程への看護職員の昇格および降格に関する看護部長の権限の記載 

 

 

統計表11 看護部長の認定看護管理者の認定状況・ 
看護部（看護職員のため）の予算確保 

 

 

統計表12 看護部長の病院経営会議への参画・ 
新人看護職員研修ガイドラインに沿った研修の実施または受講の有無 

 

 

  

 
 

全
 
 

体

は
い

い
い
え

　
無
回
答
・
不
明

473 235 218 20

100.0 49.7 46.1 4.2

83 59 23 1

100.0 71.1 27.7 1.2

374 173 187 14

100.0 46.3 50.0 3.7

  全  体

取得している

現在は取得していない

 
 

全
 
 

体

は
い

い
い
え

　
無
回
答
・
不
明

473 231 226 16

100.0 48.8 47.8 3.4

83 53 30 -

100.0 63.9 36.1 (-)

374 175 188 11

100.0 46.8 50.3 2.9

  全  体

取得している

現在は取得していない

 
 

全
 
 

体

は
い

い
い
え

　
無
回
答
・
不
明

362 268 89 5

100.0 74.0 24.6 1.4

228 194 34 -

100.0 85.1 14.9 (-)

125 68 52 5

100.0 54.4 41.6 4.0

  全  体

はい

いいえ
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統計表13 看護部長の病院全体の予算収支決定への関与・ 
新人看護職員研修ガイドラインに沿った研修の実施または受講の有無 

 

 

統計表14 看護部長の病院経営の方針決定への関与・ 
新人看護職員研修ガイドラインに沿った研修の実施または受講の有無 

 

 

統計表15 看護部長の看護職員の採用人数決定の可否・ 
新人看護職員研修ガイドラインに沿った研修の実施または受講の有無 

 

  

 
 

全
 
 

体

は
い

い
い
え

　
無
回
答
・
不
明

362 268 89 5

100.0 74.0 24.6 1.4

125 109 16 -

100.0 87.2 12.8 (-)

226 151 70 5

100.0 66.8 31.0 2.2

  全  体

はい

いいえ

 
 

全
 
 

体

は
い

い
い
え

　
無
回
答
・
不
明

362 268 89 5

100.0 74.0 24.6 1.4

212 182 30 -

100.0 85.8 14.2 (-)

139 79 56 4

100.0 56.8 40.3 2.9

  全  体

はい

いいえ

 
 

全
 
 

体

は
い

い
い
え

　
無
回
答
・
不
明

362 268 89 5

100.0 74.0 24.6 1.4

241 187 51 3

100.0 77.6 21.2 1.2

112 74 36 2

100.0 66.1 32.1 1.8

  全  体

はい

いいえ
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統計表16 看護部長の看護職員の採用者決定の可否・ 
新人看護職員研修ガイドラインに沿った研修の実施または受講の有無 

 

 

統計表17 職務権限規程への看護職員の配属および異動に関する看護部長の権限の記載・ 
新人看護職員研修ガイドラインに沿った研修の実施または受講の有無 

 

 

統計表18 職務権限規程への看護職員の昇格および降格に関する看護部長の権限の記載・ 
新人看護職員研修ガイドラインに沿った研修の実施または受講の有無 

 

 
 

全
 
 

体

は
い

い
い
え

　
無
回
答
・
不
明

362 268 89 5

100.0 74.0 24.6 1.4

286 224 60 2

100.0 78.3 21.0 0.7

66 36 27 3

100.0 54.5 40.9 4.5

  全  体

はい

いいえ

 
 

全
 
 

体

は
い

い
い
え

　
無
回
答
・
不
明

362 268 89 5

100.0 74.0 24.6 1.4

232 190 40 2

100.0 81.9 17.2 0.9

115 65 47 3

100.0 56.5 40.9 2.6

  全  体

はい

いいえ

 
 

全
 
 

体

は
い

い
い
え

　
無
回
答
・
不
明

362 268 89 5

100.0 74.0 24.6 1.4

191 157 32 2

100.0 82.2 16.8 1.0

154 97 54 3

100.0 63.0 35.1 1.9

  全  体

はい

いいえ
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統計表19 看護部（看護職員のため）の予算確保・ 
新人看護職員研修ガイドラインに沿った研修の実施または受講の有無 

統計表20 看護部長の看護部（看護職のため）の予算についての経営者等との折衝の可否・ 
新人看護職員研修ガイドラインに沿った研修の実施または受講の有無 

全

体

は
い

い
い
え

　
無
回
答
・
不
明

362 268 89 5

100.0 74.0 24.6 1.4

185 148 34 3

100.0 80.0 18.4 1.6

165 111 52 2

100.0 67.3 31.5 1.2

  全  体

はい

いいえ

全

体

は
い

い
い
え

　
無
回
答
・
不
明

362 268 89 5

100.0 74.0 24.6 1.4

268 210 55 3

100.0 78.4 20.5 1.1

82 49 31 2

100.0 59.8 37.8 2.4

  全  体

はい

いいえ
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Ⅳ．総括および考察 

 

本調査の有効回収率は 47.4％であり、質問紙調査の回収率が一般的に 20～30％であるこ

とを踏まえると、中小規模病院の看護管理者における看護職の人材育成への関心の高さが

うかがえる注目すべき結果となった。 

 

1．調査結果の概要 

質問紙調査の結果より、中小規模病院において看護職員の教育研修体制を整備するため

の取組みがなされていることが明らかとなった。具体的な結果を以下に記す。 

○看護部門に院内の教育や研修の責任を担う者が配置されている施設は 81.2％であり、看

護職員の教育を企画・実施・評価するための組織化がなされている施設は 80.8％であっ

た。 

○院内・院外教育の双方あるいは一方の計画が作成されている施設は 89.6％であり、看護

師が在籍する施設のうち院内の教育を受けるための体制を有している施設が 93.8％、院

外教育を受けるための体制を有している施設が 87.8％であった。 

○自施設内で教育を完結することが困難な中小規模病院にとって不可欠となる院外教育に

関しては、金銭面の補助や労務管理といった派遣時の支援が病院からなされている施設

は 97.5％であった。 

○新卒看護職員の離職率は 11.9％であり、2015 年度（平成 27 年度）に実施された病院看

護実態調査（公益社団法人 日本看護協会，2016）の 7.5％と比較すると、顕著に高い結

果となった。 

○中小規模病院の中で看護管理者が情報交換や課題の共有等を行うネットワークの構築が

必要と回答した施設は 89.9％である一方、実際にネットワークを有しているのは 53.5％

に留まっていた。 

○看護師の能力評価・開発への活用が期待される、「看護師のクリニカルラダー（日本看護

協会版）」は、具体的な内容を知っている・具体的な内容は知らないが名称は聞いたこと

があるが 92.0％であり、そのうち「看護師のクリニカルラダー（日本看護協会版）」を

導入、または導入を検討している施設が 53.6％であった。 

 

2．主な結果と課題 

現状としては教育研修体制の整備がなされていることが明らかになった一方で、OJT 教

育の充実を通したより実践的な看護実践能力の習得や、新人看護職員に留まらず全ての段

階における看護職の能力開発を目指した教育の充実、そのために必要となる病院間での

ネットワーク構築推進の強化といった点では課題が示された。以下に、それらの視点を含

めた人材育成について述べたい。 
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（1）現場での OJT 教育の充実に向けた教育の担当者の育成プログラムの開発 

1) 質問紙調査から得られた結果

○看護職員のための教育において多く実施されている方法は、看護部門の院内研修が

90.3％、看護協会の研修への参加が 86.3％、職場内指導（OJT：病棟や外来、手術室等

の所属部署で実務を通して行われる教育）が 72.9％であり、OJT 教育は主要な教育方法

である。

2) ヒアリング調査から得られた結果

○教育の担当者と連携を図りながら、各病棟で OJT 教育を支援する役割を担う者を配置す

ることにより OJT 教育を軌道にのせ、看護実践能力の向上に成功している事例が存在し

た。

○一方で、教育の担当者が院内外の研修を受講しても、所属施設内で教育の担当者として

の具体的な実践内容がわからず十分に役割を果たすことができない、OJT の実践そのも

のや OJT と Off-JT を結び付けて指導する能力に課題を感じている実態が存在した。

3) 今後の取組みへの示唆

○今後、OJT 教育の充実を通して、より実践的な看護実践能力を習得していく必要がある。

そのためには、教育の担当者が OJT 教育に関する能力を着実に獲得できるよう、実践へ

の応用を強化した教育の担当者向けの育成プログラムの作成が必要といえる。

○OJT 教育においては個々の看護職の看護実践能力を把握することが重要であり、看護実

践能力を評価するための標準的な指標と、その指標に基づき各施設で教育計画を作成す

ることが可能なフォーマットを提示していくことも必要といえる。さらに、個々の施設

単位に留まらず地域全体での人材育成が必要となる今後の社会動向を踏まえ、職能団体

や関連団体、さらに行政等との協働を通した本邦における看護全体の動向を見据えた教

育研修体制の構築も求められるといえる。

（2）新人看護職員研修ガイドラインを通した全ての段階における看護職の能力

開発を目指した教育体制の充実 

1) 質問紙調査から得られた結果

○新人看護職員研修ガイドラインに沿った研修を実施している場合の新卒看護職員の離職

率は 11.2％であり、ガイドラインに沿った研修を実施していない場合は 18.9％であった。

また、ガイドラインに沿った研修実施している場合の常勤看護職員の離職率は 10.7％で

あり、ガイドラインに沿った研修を実施していない場合は 11.8％であった。

○看護部長が認定看護管理者を取得している場合の新卒看護職員の離職率は 8.9％であり

取得していない場合は 12.5％であった。

また、看護部長が認定看護管理者を取得している場合の常勤看護職員の離職率は 10.4％

であり、取得していない場合は 11.3％であった。

○中小規模病院間で看護管理者が情報交換や課題の共有等を行う会議等のネットワークを

有している場合の新卒看護職員の離職率は 11.0％であり、有していない場合は 14.2％で

あった。
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2) ヒアリング調査から得られた結果

○新人看護職員研修ガイドラインを基盤とした教育体制の整備を通して、新人看護職員を

育成する風土の醸成や他施設合同研修の実施を通した施設間連携がなされていた。

3) 今後の取組みへの示唆

○新人看護職員研修ガイドラインに沿った研修については、実施により新卒看護職員の離

職率のみならず、常勤看護職員の離職率も低下する傾向が明らかとなり、新人看護職員

研修ガイドラインに基づく教育体制の整備は、新人看護職員に留まらず全ての看護職へ

の教育体制の整備への足がかりとなることが示唆された。

○質問紙調査では、新人看護職員研修ガイドラインに沿った研修の実施は 74.0％に留まっ

ており、全ての看護職への教育体制の整備につながる新人看護職員研修ガイドラインを

用いた研修のさらなる推進を図ることが必要である。

（3）施設間のネットワークの構築推進の強化 

1) 質問紙調査から得られた結果

○現在機能しているネットワークは、会議や情報交換会、交流会といった形式で開催され、

看護管理者のみならず事務職や病院長等の多職種が集う場となっており、人材育成や医

療の質、経営等について検討されていた。

○ネットワークを有する場合は、新人看護職員研修ガイドラインに沿った研修を実施して

いる割合が 80.5％であり、新卒看護職員の離職率が 11.0％であった。

○ネットワークを有していない場合は、新人看護職員研修ガイドラインに沿った研修を実

施している割合が 64.5％であり、新卒看護職員の離職率が 14.2％であった。

2) ヒアリング調査から得られた結果

○近隣の医療機関とのネットワークは、管理者や多職種協働に関する研修の実施や教育に

関する情報交換といった人材育成面に留まらず、ネットワークの存在が災害発生時の近

隣施設間での協働に役立っていた。

3) 今後の取組みへの示唆

○施設間のネットワークを有することで、新人看護職員への他施設合同研修の開催がより

推進され、新人看護職員研修ガイドラインに沿った研修の実施率が現状の 74.0％から向

上すると共に、ガイドラインに沿った研修内容がより充実することが期待できる。また、

各施設における教育の担当者の負担軽減につながることも推測される。

○さらに、このような場を通して、教育のリソースとなる専門看護師や認定看護師の在籍

が少ない中小規模病院の中で研修講師に関する情報を交換する、所属する地域特有の課

題を抽出して自ら解決策を考案して実施する、中途採用や経験豊かな看護職が多い中規

模病院の実態に即して中堅以降の看護職を対象とした教育体制を構築する、といった取

組みへとつながる展望を持つこともできる。

○ヒアリング調査の結果では、施設間のネットワーク構築はニーズが高い一方、その仕組

みやきっかけつくりの難しさも明らかとなり、県からのはたらきかけにより、二次医療

圏内での施設間のネットワークが構築され、人材育成が活性化される事例もみられた。
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質問紙調査では、必要と考えるネットワークの範囲として二次医療圏内との回答が

72.1％であった。これらの結果から、行政による介入をきっかけとした既存の各都道府

県内での地区別拠点等を活用したネットワークのさらなる構築推進が求められる。 

3．課題解決に向けた影響要因 

今後は、地域完結型の医療提供体制の構築が求められ、特に職種間連携の中心的役割を

担う看護職の育成が不可欠であり、中小規模病院においてこれらの人材を育成していくこ

とが肝要である。それらの人材育成の体制の充実を推進するためには、看護管理者の能力

をより強化することが重要である。 

質問紙調査では、看護部長が認定看護管理者を取得している場合に、病院経営への参画

や人事権に関する裁量や権限を有する傾向や、看護部の予算が確保されている傾向が高い

ことが明らかとなった。また、看護部長が病院経営への参画や人事権、看護部の予算の確

保に関する裁量や権限へ関与している場合に、新人看護職員研修ガイドラインに沿った研

修の実施率が高い傾向や、看護部長が認定看護管理者を取得している場合に新卒看護職員

および常勤看護職員ともに離職率が低い傾向がみられた。 

看護職の人材育成における先駆的事例としてヒアリング調査を行った施設においても、

看護管理者を認定看護管理者教育課程に派遣しているとの実態が明らかになり、教育研修

体制のさらなる充実における看護管理者の役割は非常に重要といえる。 

看護管理者が、今後の社会の変化に対応するための教育研修体制の充実に向けてより能

力を強化するために、既存の看護の質評価の指標を用いることによる看護マネジメント力

の向上や、2016 年度（平成 28 年度）に厚生労働省が公表した「中小規模病院の看護管理

能力向上を支援するガイド」の活用等を通した看護管理者としての能力開発が期待される。 
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調査実施体制 

本調査の実施においては、公益社団法人日本看護協会に事務局を設置した。

担当理事 川本  利恵子 日本看護協会／常任理事 

担当部署 日本看護協会 教育研究部継続教育課 

渋谷 美香 日本看護協会教育研究部／部長 

清水 明美 日本看護協会教育研究部継続教育課／課長 

小川 有貴 日本看護協会教育研究部継続教育課／課員 

中西 吉人 日本看護協会教育研究部継続教育課／課員 

佐々木 理恵 日本看護協会教育研究部継続教育課／課員 

松原  由季 日本看護協会教育研究部継続教育課／課員 
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平成 28 年度厚生労働省 

医療関係者研修費等補助金(看護職員確保対策特別事業) 

「中小規模病院の看護の質の向上に係る研修等に関する調査」 

報告書 

 

発行日 平成 29 年 3 月 17 日 

発行・編集 公益社団法人 日本看護協会 

      〒150-0001 東京都渋谷区神宮前 5-8-2 

      TEL：03-5778-8831（代表） 

      URL:http://www.nurse.or.jp 

問合わせ先 公益社団法人 日本看護協会 

      看護研修学校教育研究部継続教育課 

      TEL：042-492-7211（代表） 

本書の無断複写・転載は禁じます。 
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